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7科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
再生可能エネルギー利用拡大のためのエネルギーストレージの研究開発動向
　DOE では 2009 年よりエネルギーイノベーショ
ン・ハブを運営し、大学と企業が連携し、基礎から
実用化に至る一連の研究を行っている。この中で、


















2012 年には既に 20% に達している。電力安定化の
ためのエネルギーストレージ法が 2010 年に成立、
2013 年 10 月には 2020 年までに 1.3 GW の電力貯蔵
設備を導入することを電力会社に義務付けている。
　米国の調査会社によると、今後 10 年間に全世界
で 1300 GW の再生可能エネルギーによる電力が系
統に接続され、その変動の吸収のために 2023 年ま






数は 725 件で、内水力利用が 45% と最も多く、続い
て、米国、欧州、日本などの先進国を中心に、蓄電
池に関するプロジェクトが 36%（258 件）となって
いる。国別では、米国 247 件、欧州 244 件（スペイ
ン 51 件、ドイツ 40 件、イタリア 29 件他）、中国 73
件、日本 60 件である。蓄電池では、リチウムイオン
電池が最も多く 74 件で、レドックスフロー電池 19
件、NAS 電池 17 件となっている。










来変電所にレドックスフロー電池（出力 15 MW/ 容
量 60 MWh）を、東北電力西仙台変電所にリチウム






8 地域で、2014 年度から 4 年間で実施する9）。
　欧州議会は 2013 年 11 月に採択した科学技術
イノベーション推進のための新たな基本計画
「HORIZON 2020」のワークプログラム 2014-15 にお
いて、「Providing the energy system with ﬂ exibility 

































































　ドイツ連邦政府が 2013 年 8 月に発表した「エネル
ギー研究報告書」によると、研究イニシアティブ /
エネルギーストレージの研究提案は 394 件あり、水






























9科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
再生可能エネルギー利用拡大のためのエネルギーストレージの研究開発動向
　公立の小中学校における太陽光発電などの再生
可能エネルギー設備の設置率は、2013 年 4 月現在
18% で、太陽光発電のうち停電時に利用可能な設
備は 25%、さらに蓄電池を持つ設備はわずか 2% に




2011 年 9 月、事業所に設置された電力貯蔵用 NAS
電池（200 kWh）において、鎮火に約 2 週間を要す
る火災事故が発生した。メーカーは原因究明を行






2013 年 9 月に販売を再開している（図表 4）2、24）。






































































































































11科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
再生可能エネルギー利用拡大のためのエネルギーストレージの研究開発動向
1）　太田健一郎監修、「再生可能エネルギーと大規模電力貯蔵」、日刊工業新聞社、2012 年
2）　玉越富夫、「最近の NAS 電池の状況」、第 29 回電力貯蔵技術研究会、2013 年 12 月
3）　NEDO 再生可能エネルギー技術白書、NEDO HP; http://www.nedo.go.jp/content/100544824.pdf
4）　「欧米を中心に電力貯蔵用フロー電池の研究開発が再び活発化」、科学技術動向、2012 年 7・8 月号、p6;
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2309/1/NISTEP-STT130-6.pdf
5）　河本洋、「自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向」、科学技術動向、2010 年 1 月号、p19; 
http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/2113/1/NISTEP-STT106-19.pdf
6）　辰巳国昭、「二次電池ロードマップ」、第 29 回電力貯蔵技術研究会、2013 年 12 月
7）　Electrical Japan HP; http://agora.ex.nii.ac.jp/earthquake/201103-eastjapan/energy/electrical-japan/type/8.html.ja
8）　経済産業省 HP; http://www.meti.go.jp/press/2013/07/20130731007/20130731007.pdf
9）　環境省 HP; http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16516
10）Navigant Research 社 HP; http://www.navigantresearch.com/research/energy-storage-for-wind-and-solar-integration
11） DOE Global Energy Storage Database、米国エネルギー省 HP; http://www.energystorageexchange.org/projects
12） 米国高等研究計画局（ARPA-E）HP;
　　http://arpa-e.energy.gov/Portals/0/Documents/Projects/OPEN2012_ProjectDescriptions_FINAL_112812.pdf
13） 欧州議会 HP; http://ec.europa.eu/research/participants/data/ref/h2020/wp/2014_2015/main/h2020-wp1415-energy_en.pdf
14） ドイツ連邦政府 HP; http://www.bmwi.de/BMWi/Redaktion/PDF/Publikationen/bundesbericht-energieforschung-2013,
　　property=pdf,bereich=bmwi2012,sprache=de,rwb=true.pdf
15） 宮古島マイクログリッド ; http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK2701U_X20C12A4000000/
16） 五島市エコタウン構想 ; http://www.cev-pc.or.jp/chosa/pdf_n/japanese/8-1.pdf
17） 横浜スマートシティ HP; http://jscp.nepc.or.jp/article/jscp/20130128/338314/print.shtml
18） ニチコン HP; http://www.nichicon.co.jp/new/new160.html
19） 東北大学環境科学研究科 HP; http://www.kankyo.tohoku.ac.jp/pdf/ecollab_j.pdf
20） NTT データ先端技術（株）HP; http://www.intellilink.co.jp/all/topics/2013/03/21/data_center.html
21） ソニーコンピュータサイエンス研究所 HP; http://www.sonycsl.co.jp/research_gallery/open-energy-system.html
22） 再生可能エネルギー設備等の設置状況に関する調査結果、文部科学省 HP;
　　http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/detail/__icsFiles/aﬁ eldﬁ le/2013/10/18/1296649_01.pdf 
23） さいたま市 HP; http://www.city.saitama.jp/001/009/003/p030777.html
24） 「NAS 電池の火災事故の原因、安全強化対策と操業再開について」;
　　日本ガイシ（株）HP; http://www.ngk.co.jp/news/2012/20120607.html
25） ＮＴＳＢ Interim Factual Report; http://www.ntsb.gov/investigations/2013/boeing_787/interim_report_B787_3-7-13.pdf
26） 国土交通省 HP; http://www.mlit.go.jp/jtsb/ﬂ ash/JA804A_130116-130327.pdf
27） 三菱自動車工業（株）のリコール業務の改善施策の実施状況報告について、国土交通省 HP;
　　http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha08_hh_001279.html
28） 米 国 第 三 者 安 全 科 学 機 関 UL;http;//www.ul.com/japan/jpn/pages/newsroom/newsitem.jsp?cpath=/japan/jpn/
content/newsroom/news/general/data/pr_wirelessjapan_20120521153300.xml
29） ドイツ安全規格 TUV; http://www.tuv.com/media/japan/service/151batterytesting/Battery_Jp_2011_ﬁ nal_web.pdf
参考文献
科 学 技 術 動 向　2014年 3・4月号（143号）
12
蒲生　秀典
科学技術動向研究センター　特別研究員
企業の研究所にてカーボンナノチューブや半導体薄膜を微細加工した微小電子源と表
示・照明デバイス応用の研究に従事。その間、産総研・物材機構・大学にて外来・客
員研究員として共同研究に携わる。2010年 4月より現職。日本学術振興会真空ナノ
エレクトロニクス第 158委員会委員、表面技術協会学術委員。京都大学博士（工学）。
執筆者プロフィール
